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（注）当年価格。伸び率は対前年，実質。
（資料）r中国統計年鑑1989』，1989年は「関於1989年国民経済和社会発展的統計公報」。
（出所）　三菱総研，前掲書，136ページ。
もに発展する軽工業の一定の発展とその市場拡大を軸にした工業の発展という形態がとられねば
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳ならない。中国の経済成長のすがたは，そのことをしめしているように思う。
　1984年以降は，こうして，工業発展が中心におかれ，中国経済の全般的発展が実現していく過
程，すなわち，中国経済の体制改革による国民経済全体の改革・発展がもとめられる時期に入っ
たのである。
　この過程のなかで，農業は，その成長率の数字でみるかぎりは，初期のめざましさはなくなっ
ている。食糧生産は1982年の3億5，450万トンから1984年には4億731万トンに達したのであるが，
そのこ横ぽい状態がつづいていた。すなわち，85年には，3億7，910万トソと前年比6．9％の減産
となり，86年3億9，151万トン，87年には，4億298万トンと回復したが，88年には再び4億トン
の大台を割って，3億9，408万トンになり，89年に建国以来の最高水準といわれる，4億745万ト
ンに達したとみられている。
　ところで，このように食糧生産では4億トン前後の水準がつづいてはいるが，農村社会総生産
額でみると，1987年には，9，041億元に達し，1983年の4，123億元の2倍以上の額になっているの
⑳　「中国の各経済指標から分析し，国際的に比較してみると，現在の中国はまさに二元的経済から現代
　的経済への転化期間の初期にあたっている。無論生産構造の面においても，また経済体制からもすべて
　いまだ経済の安定的高度成長をささえていく基礎条件を備えていない。したがって，高度成長の段階に
　入る，“離陸”の段階のまえにあって，“離陸”を準備するのに必要とされている“助走”の段階にある
　とされている。この時期の主要な任務は，第1に国民経済の物質的基礎の建設を強化すること，すなわ
　ち，インフラストラクチャーや基礎工業（主として電力と交通），さらに重化学工業部門への大規模投
　資の実行，さらに農業基盤の強化である。第2は，経済体制改革の実行や原理に即した経済関係の確立，
　及び有効適切な規制の実現である。」（呉敬漣編『1986年中国経済実況分析』1989年，18－19ページ）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱である。つまり，農村における生産活動は年々拡大をつづけ，その生産額は4年間で倍増してい
るのである。換言すれば，農村における生産活動が，従来からの伝統的な農業に限定されず，拡
がりつつあるということができる。第3表においてはっきり確認できることは，農作物の栽培に
よる生産額とならんで，副業，すなわち，村営工業の活動が急速にのびているということである。
　農村社会におけるこのような変化は，国内市場の急速な拡大を実現することとなり，都市と農
村の住民の貨幣取入の増加へと展開していったのである。
　　　　　　第3表　農業総生産額構成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
119S・　119831198・1　19SS　11986
農作物栽培
林　　　業
牧　畜　業
副　　　業
そのうち
　村営工業
　漁　　業
63．7
4．2
15．3
15．1
11．6
1．7
62．0
4．1
14．7
17．5
13．0
1．7
58．0
4．1
14．2
22．0
??1
49．　8
3．8
14．5
30．1
24．8
1．8
45．4
3．4
13．9
35．4
29．8
1．　9
（出所）　1986年中国経済実況分析，38ページ。
　「1986年わが国の都市と農村における住民の貨幣収入総額はすでに5，140．1億元に達し，前の年
より902．2億元の増，すなわち，21．3％ののびとなった。そのうち，都市住民の貨幣取入は2，457．5
億元で，前年比472．9億元増，すなわち，23．8％ののびであったが，農村住民の貨幣収入は，
2，682．6億元，すなわち361．3億元の増加で，15．6％ののびであった。都市と農村住民の貨幣収
入がこのような速度で増加することは，空前というわけではないが，本来制約をうけるべき当該
年の生産や労働生産性の増加速度を大きく超過している。さらに，国民所得の分配構造において
も，住民の所得のシェアがひきつづき上昇しており，1986年には66％に達しているが，これは，
1978年にくらべると，24．3％高くなっている。同時に，国民所得の循環や国民経済の発展のすべ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳てに巨大で深刻な影響をもたらすことになる。」
　中国の経済改革は，1979年の農産物の政府買上げ価格引上げを軸とする農村における体制改革
からはじまった。その引上げ幅は，食糧20％，油脂・油料20％，綿花15％，豚26％，その他の14
種類は20～50％というものであった。この改革の目的は，農業生産の回復・発展のための農家経
営の保証であった。したがって，その後も二重の価格体系の採用，20～50％高の契約買付価格分
の大幅増など，食糧の実質的な価格引上げが毎年実現していった。そのうえ，1985年からは，農
業副食品の自由化が導入された。1985年5月に北京市での値上げ幅は，平均して50％といわれ，
　28　「1984年以後，中国の公式統計には，「農村社会総生産額」という項目が新しく採用されるようになっ
　　た。「農村社会総生産額」とは「農業総生産額および農村の集団・個人が経営する工業，建築業，運輸
　　業，商業の総生産額の総計」（農村に位置する国営企業は含まない）を意味している。」（山内一男著『現
　　代中国の経済改革』1988年，93ページ）
　⑳　呉敬漣主編r1986年中国経済実況分析』1989年，76ページ）
　⑬　山内一男著『現代中国の経済改革』1988年，52－53ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤聾牛肉120％，羊肉80％，鶏肉47％，豚肉36％，卵18％などとなっていた。
　この農産物の価格引上げからはじまった価格体系の改革は，84年の全面改革に沿って，工業部
門にまで及んでいくこととなった。まず石炭など原材料の引上げがおこなわれ，さらに全工業製
品へと拡げられていったが，その方式は，重層価格制の導入として実現していった。（第4表参照）
この重層価格制では市場価格が計画価格を大きく上まわることによって，生産老にとっては，市
場メカニズムの導入が実質的な価格引上げとなり，市場メカニズムの導入が加速化され，同時に
全般的な価格引上げへとすすんでいくことになる。
第4表　「ある地区」の生産財計画価格・市場価格比較
?
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1985年）
目陣酬（計元）画価（知（炉価（讐）1・／・
?????????
??????????????????????
ン
? ? ????トン
’ノ
〃
〃
〃
ノノ
〃
〃
〃
10㎡?
ノノ
　328
　678
　660
5，200
2，760
1，710
22，000
　610
　　65
　　30
15，　200
2，530
　620～650
　　1，750
　　1，870
　　6，900
5，00G～6，300
　　3，900
　36，000
　820～850
　90～118
　　　36
　33，000
　　2，940
1．89～1．98
　　2．58
　　2．83
　　1．33
1．81～2．28
　　2．28
　　1．64
1．34～1．39
1．38～1．82
　　1．20
　　2．17
　　1．16
（出所）山内一男r現代中国の経済改革』1988年，218ページ。
　このような価格引上げをテコにして体制改革がすすめられたわけであるから，当然のことなが
ら，生産の増加率をこえて，所得の増大が実現し，また生産向上への刺激が生じないまま貨幣収
入の伸びが実現するという結果をもたらすことになったのである。
　したがって，このような個人所得の急速な増加は，当然のことながら，国家財政の負担の急増
となったのである。第5表にみられるように，この財政支出の増加は，通常の財政収入の増加に
よってはまかないきれないため，国債や外債による収入である債務収入の増加となっている。
1979年に35．31億元であった債務収入は，1988年には261．01億元と7倍強に増加している。とこ
ろで，この財政の国民経済上の地位は，市場メカニズムの導入にしたがって，徐々に低下してい
る。
　「8年来，財政収入（国内部分）の国民収入にしめる比重は，いちじるしく低下し，1978年の37．2
BD　同書，111ページ。
B2　「各種の経済体制改革は，計画体制や賃金制度の改革も含め，相当程度，価格体系の改革によって成
　功しうる。合理的な価格体系はまた，国民経済のバランスのとれた発展を保証する重要条件でもある。
　すぺてこれ，価格体系の改革は，全経済体制改革の要めなのである。」（何建章「中国の価格形成と価格
　体系の改革問題」〈総合研究開発機構編『現代中国の経済システム』1986年，79－80ページ〉）
⑬山内一男著，前掲書，217－218ページ。
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　　　　第5表　国家財政の推移
（198）
（単位：億元）
年度
1979
1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
歳
（A）
入
1，103．3
1，085．2
1，089．5
1，124．0
1，249，0
1，501．9
1，866．4
2，260．3
2，368．9
2，587。8
歳
（B）
?
1，273．9
1，212．7
1，115．0
1，153．3
1，292．5
1，　546．4
1，844．8
2，330．8
2，448．5
2，668．3
ス?????パ
一170．6
－127．5
－25．5
－29．3
－43．5
－44．5
　21．6
－70．6
－79．5
－80．5
債務収入　（C）
35．31
43．01
73．08
83．86
79．41
77．34
89．85
138．25
169．55
261．01
ハ　フ　ン　ス
A－B－C
一205．91
－170．51
－98．58
－113．16
－122．91
－121．84
－68．25
－208。75
－249．15
－341．51
　　　　（出所）　三菱総研，前掲書，141ページ。
％から1986年の25．3％にまでさがっている。ただしその額は1978年の68％に相当している。8年
来の財政取入の累計額は，1978年の比重によって計算した額の71．5％にしかあたらないのである。
こうしてみると，国民収入にしめる財政収入の比重の低下から8年間で財政は4，300億元の減収
となっているといえよう。さらに国民収入と財政収入の伸びを比較してみると，8年間での国民
取入の伸びは，158．5％で，財政収入（外債を含まず）のそれはわずかに75．8％であった。財政収
入の増加速度は国民取入のそれのわずかに半分でしかなかった。
　8年来，企業及び主管部門，さらに地方でもっている予算外の国有資金や農民，個人，集団な
どの非国有資金が急速に増加した。1978年度の国有予算外の資金総額はわずかに347億元であっ
たが，1986年度にはすでに1，670億元に達し，4倍近くになっていた。予算内資金にしめる予算
外資金の比重は，32％から82％へと，1．6倍に増加した。比重が高くなることによって，8年間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の予算外資金の総額は，4，300億元にも増加した。」
　市場メカニズムは，価格の引上げ，及び重層的価格体系の導入によって，急速に中国経済に拡
大していった。国家財政による国民経済の管理・運営という機能は，二重の意味で大幅に低下し
ていった。すなわち，ひとつは，国民経済にしめる財政の地位がすでにのべたように急速に低下
していき，予算外の投資や支出の分野が拡大した。具体的には国営企業の経営権の拡大，郷鎮企
業の自主的経営，さらに財政収入が税金の形態にあらためられるなど，財政のもつ管理的機能は
縮小した。さらにもうひとつは，市場メカニズムの導入が価格引上げ，それにともなう賃金引上
げという形式をとって，経営者や労働者の注意を市場の動向＝価格上昇にひきつけるといった政
策をとることによって，政府自らが財政の赤字増加を促進するといったインフレーション政策を
とったのであるから，財政による国民経済へのコントロールを放棄したといわざるをえない。
　このような財政政策の運用は，中国の体鰯改革のためには，やむをえないことであったのかも
しれないけれども，急激な市場メカニズムの導入によるインフレーションの高進という当然の結
果をまねくこととなった。第1表にみられるように，85年以来，自由市場ではすでに高い価格上
　駒　呉敬漣主編，前掲書，157ページ。
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昇がみられたが，全国的な小売価格動向は比較的安定していた。ところが，市場メカニズムが拡
大していくにつれて，価格管理は不可能になり，1988年以降は，17～18％の物価上昇へとすすん
でいった。
　このような経済動向は，農民や労働老の所得の増加を先行させ，その労働意欲の向上，すなわ
ち，彼らの積極性をひきだすことによって生産の増加や経済の活性化をもたらしたのであるが，
つねに価格上昇が先行し，労働生産性の向上や，技術水準のひきあげ，設備の近代化などが積極
的にはとりあげられない結果となり，インフレーションの高進を招き，実質賃金の低下がいちは
やく現れてしまったのである。第1図は，その間の経緯をものがたっている。
　　　　　　　　　　　　　第1図　職員・労働者の平均賃金の推移
　　　500
400
300
200
100
1952　　　57　　62　　65　　70　　75　　　78　　79　　　80　　81　　82　　83　　84　　　85　　86　　87　　88　　89
（資料）『中国統計年鑑1989』，1989年は「関於1989年国民経済和社会発展的統計公報」。
（出所）三菱総研編，前掲書，146ページ。
いくつかの課題
　1980年代の中国経済は，建国以来もっとも活気にみちた，持続的成長を記録した10年間であっ
たということができよう。この間の高い成長率をみても，その経済体制改革の成果は大きいとい
うことができる。しかもこの間，経済開発戦略に関する議論は，ぎわめて活発に，しかも具体的
調査や事実にもとづき，自由に展開されてきたことは特筆すぺぎことであろう。これらの議論か
ら体制改革自体，多くの課題をあらたにつくりだし，また理論上からみて深刻な問題を提起して
いることを知るごとができるのである。つぎにその一部を体制改革の特徴とのかかわりで整理し
ておきたいと思う。
　政治と経済を分離することは，中国経済のおかれた客観的状況をみれば当然のことではあるが，
もし社会主義経済の基本を放棄しないとすれば，この問題は，それほど単純ではない。企業や個
人の経営単位としての活動の自由を保証し，生産向上への積極性をひきだすために，市場原理を
導入しているが，そのことの現実の進行にはいくつかの間題がある。まず第1に具体的形態で，
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この体制改革の成果とみられるのが郷鎮企業の拡大である。「86年の統計によると，全国の郷鎮
企業総数は1，　515万で，前年比24％増，78年の152万4，000の10倍に増えた。従業員数は7，537万人
で，前年比13．7％増，78年の2，826万6，　OOO人の約2．8倍となっている。」
　中国農村での郷鎮企業の発展は，農村余剰労働力を吸収し，工業化の新しい分野をきりひらき，
人々の需要に適合し，その生活向上に寄与するなど，社会主義経済活性化の実を上げているよう
にみえる。その反面，そこには，市場原理による盲目性，原材料など資源配分の奪い合い，価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の吊上げ，環境問題など新たな問題も提起されているのである。
　第3表にあらわれているように郷鎮企業の発展は，農村の社会経済構造を大きく変化させてき
ている。このことは，農業のあり方にも影響しているのである。市揚メカニズムによる価格を通
しての生産への影響があらわれて，食糧，経済作物，野菜栽培，果樹といった区分での生産の配
分をしだいに市場メカニズムにまかせてきていたが，それにさらに郷鎮企業の発展が加わり，投
資の分野においても，農業よりも工業へ，つまりより利潤の多い部門への投資といった傾向とな
ってあらわれつつある。
　こうして，部分的な導入とされていた市場メカニズムの原理は，ついには計画的産業の発展，
すなわち，国民経済の基本部門としての農業，そこでの食糧生産の確保という国家の基本政策に
も影響がでてこざるをえないのである。
　つぎに経営自主権の確立による国有企業などの大企業の課題にも注目する必要がある。従来の
利潤上納から「利改税」への改革は，企業の経営権が確立され，経営の近代化，その向上のため
の不可欠の条件であるが，経営それ自体の改革は，長期的な教育・指導をともなって確立されて
いくものであり，今後の課題となるように思われる。国民経済の基幹となる重工業部門では製品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の品質管理の問題設備の近代化，技術革新の問題などもすべて長期の課題として今後にのこさ
㈲　山内一男著，前掲書，96ページ。
㈲　同書，100－103ページ。
㈱　「1986年の消費支出はひきつづき増加して過剰需要問題がしだいにあきらかになった。統計によると，
　1986年，農民の家族経営の生産のための投資額は1人当り149．31元で，前年比わずかに6．6％の増加で
　あった。それは消費生活のための費用の増加速度を大きく下まわっていた。総支出にしめる生産的投資
　のしめる比重は前年よりも1％低下したが，消費生活費の支出の比重は，1．2％増加した。」（呉敬漣編
　前掲書，111ページ）
㈱　「指摘しなけれぽならないことは，当面，国民経済の基礎となっている農業の物質的技術的基礎は，
　まだ脆弱であるということである。（1）耕地面積は，大幅に減少した。“六次5力年計画”での全国耕地は
　3，688万畝減少し，毎年737万畝減少している。そのなかで1985年はとくに1，500万畝，1986年も約960万畝
　減少した。（2濃業に対する国家と農民の投入が大幅に減少した。1980年以前の26年間で，国家の基本建
　設中の農業投資の比率は12％前後であったが，1981年以降低下し，1986年にはわずかに4．6％になった。
　農民の収入は1986年には83年に比ぺて21％増加したが，農民が固定資産の購入のための支出は9．7％に減
　少した。㈲土地の肥沃度も低下した。現在全国耕地のなかで燐の不足している土地が59％をしめ，カリゥ
　ムの不足が23％，両者ともに不足しているものが14％となっている。」（呉敬漣，前掲書，39－40ページ）
働　「1986年のわが国の鋼材のなかで，国際的水準に適合しているものは，わずかに10％前後で，多くの
　ものは品質がおとっていて，外国ではすでに淘汰されてしまったおとった品質のものが大量に生産され
　ている。」（同書，51ページ）
㈲　「われわれは，少くとも今世紀末まで，逐次，固定資産の更新周期，すなわち全固定資産の平均更新
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れることになろう。所有と経営の分離及び経営責任制の導入は，表裏の関係にあって，経済体
制改革のなかでの近代的経営管理を実現していく基礎となっている。今後民主的経営管理の確立
による企業の体質改善が課題となっている。
　第3にあげられることは，計画と市場を結びつける，指導型計画経済への移行がいわれている
けれども，市場メカニズムの拡大は，計画そのものを浸蝕していくのではないかという問題であ
る。エネルギーの供給，原材料生産，インフラストラクチャーの建設など国家的事業として計画
的に発展させられてきた部門の役割は，工業や農業の生産性向上を軸に社会的生産力の発展を課
題としている体制改革では，一段と重要視されねぽならないと思われるのであるが，この改革過
程のなかで，しだいに経済の弱い環になりつつあるように思われるのである。
　「計画委員会の計算によると，第一次5力年計画から第五次5力年計画までの期間でのエネル
ギー，交通，原材料工業への投資は，全社会固定資産投資の50％前後をしめていたが，第六次5
力年計画期間には22．7％前後に低下し，1986年には21．2％におちこんでいる。この期間に国家は
大いに努力もし，重点建設を強化したにもかかわらず，この分野での重大局面を転換しえないで
　qDいる。」
　事態はますます悪化しているとさえいえるわけで，こうした事態の克服には国家の計画的な大
規模な投資が要求されているとして，つぎのような提案がなされている。
　「現在のこうした状況を改善しようとすれぽ，投資の規模を厳密に管理するという前提のもと
で，投資の構成を調整して，エネルギー，交通，原材料工業の投資を社会の固定資産中での現在
の20％前後から40％前後にひきあげねぽならないし，電力投資を4％前後から8％前後にひきあげ，
第八次5力年計画の早い時期に必ず実現しなけれぽならない。このようにしてはじめて，エネル
ギー，交通，原材料部門のおくれた状態が改められて，わが国の経済の長期安定が可能となるの
である。」
　こうした提言がなされていても，現在の体制改革のもとでは，国家の財政基盤は縮小され，資
金循環の多くの部分が市場にまかされつつある状況のもとでは，非常に困難であって，指令性か
ら指導性への移行が，計画そのものの縮小へと進んでいく可能性を含んでいるように思われる。
指導型計画経済を実現するためには，国家は指令型計画の場合以上に強力な経済力と，経済拠点
を確保しておかなけれぽ，計画経済の実現は不可能なのであるが，現実の進行状況は，市場経済
領域の拡大＝計画領域の縮小としてすすんでおり，計画経済から市場経済への転化という局面の
みが突出した状況で事態が進行しているように思われる。そしてその市場における国営部門の指
年限を現在の25年から10年前後に短縮すべきだと考える。この考えに基づき，われわれは一つの計算を
　行なった。それによると，第七次5力年計画（1986～1990年）期においては，全人民所有制（国営）事
業主体の固定資産投資のうち，技術改造投資の割合を44～45％程度に高め，第八次5力年計画（1991～
　1995年）及び第九次5力年計画（1996～2000年）期では，それぞれ35～38％，32～35％の割合を維持す
　る，というものである。」（周叔蓮「中国の固定資産投資と拡大再生産」＜総合研究開発機構編r現代中
　国の経済システム』1986年，69ページ〉）
QO呉敬漣，前掲書，67ページ。
92　同書，68ページ。
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導性は逆に低下しているのである。
　こうして，第4の問題点として，市場における価値法則の作用をどのように考えるのかという
問題が提起されてくるのである。従来の中国における価格体系は，価値法則を無視したもので，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬経済の発展を妨げてきたという指摘が多くされている。したがって，価値法則にそった価格体系
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳が実現されるべきであるとされている。
　しかし，市場の働きは，この実現された価格を通じて資源が配分されることにこそその重要性
があることが確認されねぽならない。だから，資源配分を市場にまかせることが，価値法則の貫
徹を意味するのであって，価値法則の作用を効果的にみとめることと社会主義的計画性とは，本
来矛盾するものであることを明確にしておかなければならない。したがって，市場メカニズムの
役割を積極的に認めることは，他方での市場に対する管理・運営と両立させて，はじめて社会主
義商品経済における市場メカニズムの活用の課題として提起されているものとして認識しておか
なければならないのではないだろうか。
　ところで，この問題は，他方で，多ウクラード経済という内容をもった商品経済の発展と深く
かかわっているのである。中国の経済体制改革には，社会主義経済それ自体の改革を課題として
いると同時に，個体経済（小商品経済）や資本主義経済の活動領域をみとめ，農業においては，
積極的に個体経済すなわち家族経済をとりいれるなどして，集団経済や全人民所有経済以外の経
済制度（ウクラード）をみとめることによって中国国民経済の発展を実現しようとしている。こ
の国民経済の全体を特徴づけるものとして社会主i義の初級段階にある商品経済と規定しているの
　　㈲である。
㈱　「わが国の現行価格体系は，かなり乱れた状況にあり，多くの商品の価格はその価値を反映しておら
　ず，また需給関係も反映していない。特に際立った現象は，各商品間の相対価格が不合理なこと，わけ
　ても一部鉱産品及び原材料が低すぎること，それに主要農・副産物の政府買上げ価格と消費者向け販売
　価格が逆ザヤで，後者が前者に比べて低いことである。こうした価格体系の不合理性は，国民経済の発
　展及び体制改革の進行にとって，大きな障害となっている。」（何建章「中国の価格形成と価格体系の改
　革問題」〈総合研究開発機構編『現代中国の経済システム』1986年，76ページ〉）
㈹　「新しい体制のもとでの，客観的管理では価値法則の作用を充分に発揮させ，生産に対する市場の需
　要の推進的作用を充分に発揮させ，価値の運動によって実物の運動を遵きださなければならない。しか
　しながら，価値を主にはするけれども実物管理を完全に排除することを意味しない。ときにはまだ一定
　の実物による管理を必要としているし，とくにわが国の経済体制は，転換期にあるので，市場メカニズ
　ムはまだ育成されている最中で，物資の欠乏が深刻で，客観的な調整機構もまだととのっていない状態
　なので，多くの重要な商品生産が，市場の調整機能を通じて問題を完全に解決することはできないので
　ある。」（劉光弟主編r論中国客観経済価値管理』1989年，44ページ）
㈲　「わが国の社会主義初級段階の基本的特徴はつぎのとおりである。
　　社会的生産力としては，すでに大きな成長があり，無限の意欲をもった潜在的活力があるが，生産の
　社会化や商品化の程度は非常に低く，世界経済上においては現在なお，非常におくれた発展途上国の状
　態からぬけだしていないのである。
　　社会主義的生産関係はすでに樹立され不断に発展しているが，しかし，公有制と労働による分配とい
　う形式はまだ不完全で，数千年来の封建的経済社会の残余や30年来の伝統的体制のもとで沈澱していた
　病弊が今もなお尊ぼれ，現実の経済関係の重要な局面で，ある種の変形や歪曲をうみだしている。
　　社会主義の基本的政治制度やこれに関連した意識形態が社会における主導的地位をえてはいるが，し
　かし人民民主主義は広がりと深さにおいてきわめて不充分で，しかも法律の尊重や社会主義的行為の推
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　この国民経済の全体の発展形態は，中国においては，社会主義経済の初級段階からしだいによ
り高い段階へすすむものと考えられている。換言すれぽ，この社会主i義初級段階にある商品経済
は，中国の現在の生産力の発展を促す生産関係として適切なものとして把握されうるものではあ
るが，その生産関係は生産力の発展につれて変化していくものであるし，変化することによって
生産力も発展するのであり，その総体としてしだいに社会主義的変革が加えられていくと考えら
れているのである。ところで，問題は，市場メカニズムの運用が，はたしてそのような過程のな
かで，どのように理論的位置づけがなされねぽならないのだろうか。今後の課題とされねぽなら
　　　　　㈲ないであろう。稿を改めて論じる機会を得たいと思う。
エピローゲ
　生産手段の私的所有を廃止し，その社会的所有を実現することの目的は，資本による労働の搾
取をなくし，社会化された生産諸要素を計画的に配分し，社会の発展のために活用することであ
る。今日の現実は，現象においてそのような結果をつくりだしていない。本質における生産手段
の社会的所有への転化が，現象における社会の発展をつくりだしていないことの要因については，
現に様々な議論があり，百家争鳴の観がある。
　ところで，問題は，現象において，社会の発展というにふさわしい状況がみられないからとい
って，生産手段の社会的所有（その生産力の発展に応じてさまざまな形態を考慮しなければならないの
だが）そのものが否定されるべきではないと，社会主義を肯定的に考えている人々（論理的にも本質
と現象の関係をよくみれば，たしかにそうではあるが）は主張する。しかし，社会の制度を決定する
のは，その社会を構成している人々であり，非常な困難を伴わざるをえない。そのうえ，改革の
道においてその方式や手順，新しい制度の実現など，すべてその社会の人々によってしかおこな
われえないのであるから，社会科学における実験，とくに現在の社会経済過程での実験は，困難
であっても，その社会の人々が，社会主義の改革という道を選択しないかぎりは，その道は実現
しない。
　ところで，理論上の問題としては，このような現実に直面している社会主義諸国の経済の改革
　進が，反封建という大きな任務に直面している。
　　所有制での基本的特徴が，わが国の社会主義発展過程における初級段階という歴史的地位を決定して
　いる。それは新民主主義から社会主義への過渡期とは根本的に異ったものである。過渡期は，公的所有
　制の経済的基礎まだ確定していないで，誰が勝つかという問題がなお解決していないという歴史的時期
　であり，それが直面しているのは，“創造する（社会主義を）”ということで，上部構造と経済的基礎の
　間には本質的な相違が存在していた。」（張暁明編r社会主義初級段階的商品化与現代化』1989年，266－
　267ページ）
㈲　「先進国革命が見通された100年前に生産力のいちじるしく立遅れた後進的社会が，社会主義社会にい
　たるまでに通過しなければならない社会的・経済的発展段階について詳細に論じることは無用の学説を
　たてることを意味したであろうが，中国の社会主義初級段階論の提起が示しているように，現代にあっ
　ては，すでに有用の学説に転化している。これは，現代の社会科学が探求しなければならない重要な研
　究領域のひとつであろう。ともあれ，中国でも議論がはじまったぽかりである。中国，ベトナム，モソ
　ゴルなどの諸国の理論家とともに，われわれもまた今後この課題に取り組んでいきたい。」（井手啓二
　『中国社会主義と経済改革』1988年，19ペー一ジ）
34 r明大商学論叢』第73巻第3・4号（1991年2月） （204）
における諸問題とは，一定の距離をおきながら，社会主義経済の現在までの諸経験を踏まえ，そ
れを総括しながら，新たな理論への摸索の旅に出なけれぽならないという課題が負わされている
ようにおもわれる。
　そのひとつが，社会主義商品経済という範疇であろう。社会主義は商品経済の一種である。資
本主義的商品経済に対抗するものとして，そこから軌道をはなれ，社会主義商品経済の軌道に入
っていく。それは，商品経済を否定するものではないという関係で，社会主義を把握しようとし
ているように思える。そもそも商品経済をそのようなものとして考えてよいものか，問題は，経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲済学上の商品経済認識にさかのぼっての検討が必要になっている。
　ところで，中国では，1991年から第八次5力年計画がスタートするが，この計画をめぐって，
討論がさかんである。国務院の関係機関はつぎのように主張して市場経済の拡大を提言している。
　「第八次5力年計画期における経済体制改革についての考え方は，つぎのいくつかの選択肢に
わかれる。第1に，過去数年の経済において現れてきた問題のうち主要なものは，強力な客観的
な管理の欠除によってつくりだされたものである。したがって，“八次計画”期には，とくに客
観的管理を強め，そしで目標達成のために計画と集中を強化しなけれぽならないという。第2に，
市場メカニズムをつりあげることが，改革全体の鍵であるとの認識をする。市場の調整機能を通
じてのみ，目前の経済過程における難問を解決することができるのである。第3としては“八次
計画”の改革の重点は，ミクμ的メカニズムの改造におかれていて，ひきつづき，請負制の完成
を核心にしながら，改革をすすめなけれぽならないという。第4としては，“八次計画”，では，価
格改革をこの改革の中心的環ととらえ，価格，税制，財政，金融，外国貿易，企業経営，賃金お
よび計画体制に対しての総合的な改革の実施をさらにすすめ，あわせて社会保証制度の確立をは
やめ，計画的指導のもとでの統一した市場メカニズムを形成して，客観的調整メカニズムの強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲とミクロ・システムの完成を促進する。われわれの主張は，この最後の選択肢をとるのである。」
　中国の経済体制改革は，すでに強固なかたちで定着しつつある。今後の選択肢はその速度をど
うするか，重点のおきどころがどこにあるかという体制改革を前提にした相対的な相異になって
いるように思われる。こうして現実は，理論研究のはるか先をすすんでいる。すでに中国は社会
主義商品経済に移行してしまっている。にもかかわらず，というよりも，だからこそ社会主義，
すなわち搾取のない社会の実現に関しての理論的研究の重要性は，ますます強調されなければな
らないのであろう。
即　「商品経済を選択的に発展させることが，社会主義の継続的発展の新しい戦略となっていることは，
　わが国社会主義の建設にとって大変よいことであることは疑いのないところである。しかし，この点こ
　そがわれわれにとって新しい十字路となったのである。われわれは，またある種の巌粛な戦略の選択に
　直面している。それは，自然発生的に自由競争の商品経済を発展させるのか，またはこの段階をとびこ
　えて，現代的な商品経済の発展に努力するのかということである。」（張暁明編，前掲書，37ページ）
㈹　中国国務院が9月28日にあきらかにしたところによると，政府が全国省長会議に示した来年からの第
　八次5力年計画案には，中央集権的性格が強く，多くの反対にあい，合意がえられなかった。（朝日新
　聞，1990年9月29日）
㈲　国務院発展研究中心“八五”計画基本思路研究組「“八五”経済発展：方針，途径与政策」，r経済研
　究』1990年第7期。
